
１．平成２３年度一般会計当初予算額(案)の概要

２．平成２３年度一般会計当初予算額(案)及び財源内訳

（単位：千円）

要　求　額 特定財源 一般財源 予 算 額 特定財源 一般財源

1 議 会 費 330,468 330,468 327,871 327,871

2 総 務 費 7,731,190 3,888,007 3,843,183 7,616,389 3,884,987 3,731,402

3 民 生 費 12,333,568 5,565,598 6,767,970 12,095,885 5,502,285 6,593,600

4 衛 生 費 3,244,017 291,014 2,953,003 2,918,105 242,775 2,675,330

5 労 働 費 138,002 70,961 67,041 137,486 70,961 66,525

6
農 林 水
産 業 費

964,166 124,569 839,597 826,269 124,793 701,476

7 商 工 費 2,076,875 1,358,587 718,288 1,947,563 1,337,591 609,972

8 土 木 費 5,942,356 2,361,223 3,581,133 5,383,957 2,209,527 3,174,430

9 消 防 費 1,672,742 626,923 1,045,819 1,040,763 67,423 973,340

10 教 育 費 7,207,608 1,904,244 5,303,364 6,143,228 2,556,101 3,587,127

11 災害復旧費 2 2 2 2

12 公 債 費 5,108,426 138,825 4,969,601 4,112,482 144,401 3,968,081

13 予 備 費 30,000 30,000 30,000 30,000

46,779,420 16,329,951 30,449,469 42,580,000 16,140,844 26,439,156

平成２３年度一般会計当初予算の編成過程について、その状況をお知らせします。

当 初 予 算 要 求 額 当 初 予 算 (査 定) 額(案)

　平成２３年度当初予算額(案)は、総額が、４２５億８千万円となり、前年度と比べ、１．０パーセントの
減となりました。

合　　　計

　予算編成においては、各部等からの予算要求に対して、一般財源の見込を立ててから、その一般
財源に見合う額まで要求額を調整(査定)します。
　なお、交付税の見込額や、市税の収納状況等不確定な部分もあり、また、国・県の支出金等につ
いて新規事業などに対する採択の見込がつかないものもあるため、事業採択を待って予算化する
ために財源を留保(予算を今後に見送ったもの)している場合もあります。
　そのため、要求額との差額が、そのまま査定額とならない場合もあります。

区　　　　分

16,330 16,141 16,021 17,212

30,449
26,439 30,769 25,788

0
5,000
10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000
50,000

46,779
平成２３年度

当初予算要求額

42,580
平成２３年度

当初予算額(案)

46,790
平成２２年度

当初予算要求額

43,000
平成２２年度
当初予算額

予算編成の状況

単位(百万円)

一般財源

特定財源



（２）平成２３年度当初予算要求額と当初予算(査定)額(案)との差額

（単位：千円）

差　額

1 議 会 費 △ 2,597

2 総 務 費 △ 114,801

3 民 生 費 △ 237,683

4 衛 生 費 △ 325,912

5 労 働 費 △ 516

6
農 林 水
産 業 費

△ 137,897

7 商 工 費 △ 129,312

8 土 木 費 △ 558,399

9 消 防 費 △ 631,979

10 教 育 費 △ 1,064,380

11 災害復旧費 0

12 公 債 費 △ 995,944

13 予 備 費 0

△ 4,199,420

各事業費の精査等による。

任意の繰上償還費について、財源の状況によることとして、補正対
応としたため。

小中学校の施設修繕について、緊急度の高い箇所からの実施とし
て内容を精査したため、および各事業費の精査等による。

合　　　計

区　　分

各事業費の精査等による。

主　　　な　　　査　　　定　　　理　　　由

新規国庫補助対象事業箇所を事業採択後として、補正対応とした
ため、および各事業費の精査等による。

工場用地取得事業補助金について、補正対応としたため、および各
事業費の精査等による。

補助事業について、事業採択後として補正対応としたため、および
各事業費の精査等による。

事業費の精査等による。

予防接種事業費について、接種率を過度に見込まないよう精査し、
増加した場合は補正対応としたため、および各事業費の精査等によ
る。

施設整備事業補助金等について、補助事業の採択後として補正対
応としたため、および各事業費の精査等による。

事業費の精査による。


